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～令和４年６月１日現在の障害者雇用状況集計結果～ 

・県内の雇用障害者の実人数は過去最高を更新 

（県内の算定障害者数は前年比で 7.0 人減少） 

・実雇用率は前年比 0.02 ポイント上昇し、２．６１％ 

（２年連続で上昇。実雇用率は全国７位） 
 

大分労働局（局長 中山 晶彦）では、県内の民間企業における障害者雇用状況報告及び地方公共

団体等における障害者任免状況通報書等の集計結果（令和４年６月１日現在）について、以下のとお

り取りまとめましたので、公表します。 

大分労働局及び県内７カ所のハローワークでは、法定雇用率未達成企業等に対し、定期的な訪問等

による指導を行い、未達成状態の早期解消に向けた取組を実施するとともに、すべての企業、公的機

関及び特殊法人等に対して、障害者雇用の拡大や職場定着に向けた支援を行っていきます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１２月２３日 

【照会先】 

大分労働局職業安定部職業対策課 

  課長        二宮 茂 

  地方障害者雇用担当官 大神 雄一 

   電話 097－535－2090（内線 305） 

【集計結果のポイント】 
 

＜民間企業＞  （43.5人以上規模）（法定雇用率2.3％） 

 ○ 雇用障害者の実人数は２，９４６人と、前年比９人（０．３％）増加。 

○ 算定障害者数は３,３６２.５人と、前年比７．０人（０．２％）減少。 

○ 実雇用率は２.６１％と、前年比０．０２ポイント上昇し、全国７位（前年７位） 

○ 法定雇用率達成企業の割合は、６１．５％と、                    

前年比０．３ポイント上昇し、全国９位（前年６位） 

＜公的機関等＞ 

○ 県の機関（法定雇用率 2.6％） 

算定障害者数１３３．５人と前年比で１．０人減少したが、実雇用率は２．６８％となり、 

４機関とも達成。 

○ 市町村等の機関（法定雇用率 2.6％） 

算定障害者数４１９．０人と前年比で１１．０人増加し、実雇用率は２．７６％となったが、 

５機関で未達成。 

○ 県の教育委員会（法定雇用率 2.5％） 

算定障害者数２２６．５人と前年比で５．０人増加し、実雇用率は２．６６％となり、達成。 

○ 特殊法人等（法定雇用率 2.6％） 

国立大学法人（１大学）は、算定障害者数４７．０人、実雇用率２．５７％で達成。 

公立大学法人（２大学）は、算定障害者数４．０人、実雇用率３．３６％で、達成。 

地方住宅供給公社（１社）は、算定障害者数４．０人、実雇用率６．０２％で達成。 

 

Oita Labour  Bureau Press Release 



 

 

2 

 

１ 民間企業における雇用状況 

（１）雇用されている障害者の数、実雇用率、法定雇用率達成企業の割合 
○ 民間企業（43.5人以上規模の企業：法定雇用率2.3％）に雇用されている障害者の
実人数は、2,946人（対前年2,937 人の 0.3％増）で算定障害者数（注１）は、3,362.5人
（対前年3,369.5人の 0.2％減）となった。 

○ 雇用者のうち、身体障害者は実人数 1,664 人、算定数 2,155.5 人（対前年比 2.6％
減）、知的障害者は実人数 757 人、算定数 733.5 人（対前年比 1.7％増）、精神障害者
は実人数525人、算定数473.5人（対前年比8.5％増）となった。 

○ 実雇用率（注２）は、2.61％（全国平均2.25％）で前年より0.02ポイント上昇し、全

国７位（前年７位）、法定雇用率達成企業割合は、61.5％（全国48.3％）で、0.3 
ポイント上昇し、全国順位は９位（前年６位）となった。 

（第１表 参照） 
 
（２）企業規模別の状況 

○ 雇用されている障害者数を規模別にみると、算定障害者数において43.5～100人未
満で760.0人（12.0人増）、100～300人未満で1,246.5人（38.0人減）、300～500人未
満で507.5人（24.0人増）、500人以上で848.5人（5.0人減）と、43.5～100人未満規
模企業、300～500人未満規模企業で上昇したが、他の規模では前年を下回った。 

〇 実雇用率は、43.5～100人未満規模企業（2.46％、前年2.45％）、100～300人未満
規模企業（2.56％、前年2.54％）、300～500人未満規模企業（3.34％、前年3.25％）、
500人以上規模企業（2.49％、前年2.48％）となり、すべての規模で上昇した。 

○ 法定雇用率達成企業の割合は、43.5～100人未満規模企業（59.8％、前年58.6％）、
100～300人未満規模企業（65.5％、前年66.5％）、300～500人未満規模企業（57.4％、
前年51.1％）、500人以上規模企業（52.9％、前年58.8％）となり、43.5～100人未満
規模企業、300～500人未満規模企業で上昇したが、他の規模では前年を下回った。 

（第２表 参照） 
  
（３）産業別の状況 

○ 雇用されている障害者の数について、算定障害者数において、特に増加したのは、

「医療・保健衛生」（12.0人増）、「サービス・その他」（10.5人増）である。 

「金融・保険業」、「生活関連サービス・娯楽業」、「宿泊・飲食サービス業」、

「情報通信業」、「農・林業」、「鉱・採石・砂利採取業」、「卸売・小売業」、「学

術・専門・技術サービス業」で増加したが、他の産業は同数か減少となった。 
特に減少したのは、「福祉・介護」（19.0人減）、「運輸・郵便業」（14.0人減）

となっている。 

○ 実雇用率は、「農・林業」（2.74％→3.44％）、「漁業」（1.31％→1.33％）、「鉱・
採石・砂利採取業」（1.19％→1.39％）、「製造業」（2.42％→2.50％）、「情報通
信業」（1.30％→1.38％）、「卸売・小売業」（2.19％→2.21％）、「金融・保険業」
（1.75％→1.89％）、「宿泊・飲食サービス業」（2.26％→2.40％）、「生活関連サ
ービス・娯楽業」（1.09％→1.50％）、「教育・学習支援業」（1.78％→1.83％）、
「医療・保健衛生」（2.08％→2.11％）、「サービス・その他」（2.49％→2.67％）
で上昇したが、他の産業は同率か低下となった。 

○ 法定雇用率達成企業割合では、「農・林業」（75.0％→100.0％）、「製造業」（6
4.7％→66.1％）、「卸売・小売業」（54.1％→54.8％）、「金融・保険業」（45.5％
→54.5％）、「学術・専門・技術サービス業」（40.7％→50.0％）、「生活関連サー
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ビス・娯楽業」（40.0％→42.1％）、「福祉・介護」（72.0％→76.3％）で上昇した
が、他の産業は同率か低下した。 

（第３表 参照） 

２ 地方公共団体における在職状況 

（１）都道府県の機関 （法定雇用率2.6％） 
都道府県の機関に在職している算定障害者の数は 133.5 人（前年 134.5 人）、実雇用

率は2.68％（前年2.72％）で、前年より0.04ポイント低下した。 

（第４表 ①－１ 参照） 
 
（２）市町村の機関 （法定雇用率2.6％） 

市町村の機関に在職している算定障害者の数は 419.0 人（前年 408.0 人）、実雇用率
は2.76％（前年2.77％）で、前年より0.01ポイント低下した。 

（第４表 ①－１ 参照） 
 
（３）県の教育委員会 （法定雇用率2.5％） 

教育委員会に在職している算定障害者の数は、226.5人（前年221.5人）、実雇用率は
2.66％（前年2.61％）で、前年より0.05ポイント上昇した。 

（第４表 ②－１ 参照） 
 

３ 特殊法人等における在職状況 

（１）国立大学法人 （法定雇用率2.6％） 
在職している算定障害者の数は 47.0 人（前年 49.5 人）、実雇用率は 2.57％（前年

2.71％）で、前年より0.14 ポイント低下した。 

（第５表 参照） 
 
（２）公立大学法人 （法定雇用率2.6％） 

在職している算定障害者の数は4.0人（前年1.0人）、実雇用率は3.36％（前年0.84％）
で、前年より2.52ポイント上昇した。 

（第５表 参照） 
 
（３）地方住宅供給公社 （法定雇用率2.6％） 

在職している算定障害者の数は4.0人（前年2.5人）、実雇用率は6.02％（前年3.70％）
で、前年より2.32ポイント上昇した。 

（第５表 参照） 
 
（注１） 

重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は知的障害者を雇用し
ているものとしてカウントされる。 
重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の労働

者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については、
０.５人に相当するものとしているが、「精神障害者である短時間労働者」であって、特例措置の対象となる障害者は、
対象期間中において、１人を１人に相当するものとしている。 

 
（注２） 

雇用している障害者の数を常用労働者数で除した割合。常用労働者数は、雇用期間が1年を超えているか、または超え
る見込みの労働者のうち、週の所定労働時間が３０時間以上の者を１人、短時間労働者（１週間の所定労働時間が２０時間
以上３０時間未満の労働者）を０.５人とカウントした総数から、除外率相当数（身体障害者及び知的障害者が就業すること
が困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。 
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第１表   民間企業における障害者の雇用状況

年 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 ③算定数

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ③/②×100 ⑤/①×100

令和４年 901 128,866.0 1,664 2,155.5 757 733.5 525 473.5 2,946 3,362.5 2.61 554 61.5

令和３年 900 130,342.5 1,707 2,212.0 747 721.0 483 436.5 2,937 3,369.5 2.59 551 61.2

第２表   民間企業における規模別障害者の雇用状況

区分 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 ③算定数

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ③/②×100  ⑤/①×100

43.5～ 487 30,876.0 347 433.5 186 223.0 116 103.5 649 760.0 2.46 291 59.8

100人未満 (478) (30,511.0) 340 (424.0) 201 (232.0) 101 (92.0) 642 (748.0) (2.45) (280) (58.6)

100～ 333 48,767.5 659 832.5 274 254.0 179 160.0 1,112 1,246.5 2.56 218 65.5

300人未満 (343) (50,533.5) 699 (878.0) 272 (250.5) 175 (156.0) 1,146 (1,284.5) (2.54) (228) (66.5)

300～ 47 15,175.0 261 355.0 73 65.5 92 87.0 426 507.5 3.34 27 57.4

500人未満 (45) (14,860.0) 263 (364.5) 51 (47.5) 76 (71.5) 390 (483.5) (3.25) (23) (51.1)

 500人以上 34 34,047.5 397 534.5 224 191.0 138 123.0 759 848.5 2.49 18 52.9

(34) (34,438.0) 405 (545.5) 223 (191.0) 131 (117.0) 759 (853.5) (2.48) (20) (58.8)

901 128,866.0 1,664 2,155.5 757 733.5 525 473.5 2,946 3,362.5 2.61 554 61.5

(900) (130,342.5) 1,707 (2,212.0) 747 (721.0) 483 (436.5) 2,937 (3,369.5) (2.59) (551) (61.2)

 （　　）内は令和3年分

注）1

2

3

全国計

年 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 ③算定数

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ③/②×100  ⑤/①×100

令和４年 107,691 27,281,606.5 263,171 357,767.5 135,667 146,426.0 117,609 109,764.5 516,447 613,958.0 2.25 52,007 48.3

令和３年 106,924 27,156,780.5 265,117 359,067.5 129,889 140,665.0 104,979 98,053.5 499,985 597,786.0 2.20 50,306 47.0

令和4年6月1日現在

①企
業数

②算定基礎労

働者数

身体障害者数 知的障害者数 精神障害者数 障害者数計 ④実雇
用率

⑤法定

雇用率

達成企

業数

⑥法定雇

用率達成

企業割合

（令和4年 資料出所　厚生労働省集計）

令和4年6月1日現在

①企
業数

②算定基礎労

働者数

身体障害者数 知的障害者数 精神障害者数 障害者数計 ④実雇
用率

⑤法定

雇用率

達成企

業数

⑥法定雇

用率達成

企業割合

（令和4年 資料出所　厚生労働省集計）

令和4年6月1日現在

①企
業数

②算定基礎労

働者数

身体障害者数 知的障害者数 精神障害者数 障害者数計 ④実雇
用率

⑤法定

雇用率

達成企

業数

⑥法定雇

用率達成

企業割合

　②欄の「算定基礎労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる

職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

　③の算定障害者の数については、法律上の算定方法により、「重度身体障害者及び重度知的障害者」は、１人を２人に相当するものとしてお

り、「重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者」については、１人を0.5人に相当するものとして算出してい

る。

　精神障害者保健福祉手帳を所持する精神障害者は、平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。

規模計

（令和4年 資料出所　厚生労働省集計）
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第３表   民間企業における産業別障害者の雇用状況

実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 ③算定数 達成割合

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ③/②×100 ⑤/①×100

4 319.5 7 10.0 1 1.0 0 0.0 8 11.0 3.44 4 0 100.0

(4) (328.5) (6) (8.0) (1) (1.0) (0) (0.0) (7) (9.0) (2.74) (3) (1) (75.0)

1 150.0 1 1.0 0 0.0 1 1.0 2 2.0 1.33 0 1 0.0
(1) (152.5) (1) (1.0) (0) (0.0) (1) (1.0) (2) (2.0) (1.31) (0) (1) (0.0)
2 431.0 3 4.0 0 0.0 2 2.0 5 6.0 1.39 1 1 50.0

(2) (418.5) (3) (4.0) (0) (0.0) (1) (1.0) (4) (5.0) (1.19) (1) (1) (50.0)

44 3,536.5 49 61.0 1 1.0 6 6.0 56 68.0 1.92 30 14 68.2
(42) (3,489.5) (51) (64.0) (2) (2.0) (5) (5.0) (58) (71.0) (2.03) (29) (13) (69.0)

180 29,786.5 344 480.0 144 169.5 96 94.5 584 744.0 2.50 119 61 66.1
(184) (30,984.5) (359) (493.5) (146) (170.0) (90) (87.5) (595) (751.0) (2.42) (119) (65) (64.7)

食料品・たばこ 36 5,548.0 64 80.0 43 44.5 11 10.5 118 135.0 2.43 29 7 80.6
繊維工業 6 532.0 12 16.0 13 20.0 6 6.0 31 42.0 7.89 6 0 100.0

木材・家具 7 458.5 4 5.0 5 6.0 0 0.0 9 11.0 2.40 5 2 71.4
パルプ・紙・印刷 7 592.5 9 15.0 1 1.0 1 1.0 11 17.0 2.87 6 1 85.7
化学・石油製品 14 1,368.5 14 21.0 6 6.0 5 5.0 25 32.0 2.34 9 5 64.3

ゴム・革製品 4 852.0 11 13.5 4 5.0 0 0.0 15 18.5 2.17 2 2 50.0
窯業・土石 8 1,202.5 15 20.0 2 2.0 1 1.0 18 23.0 1.91 5 3 62.5

鉄鋼 2 152.5 2 2.0 0 0.0 2 2.0 4 4.0 2.62 2 0 100.0

非鉄金属 3 388.5 1 1.0 2 3.0 1 1.0 4 5.0 1.29 1 2 33.3
金属・はん用機器 32 4,344.0 52 71.5 8 7.5 11 11.0 71 90.0 2.07 17 15 53.1

電子・通信機器 54 13,668.5 149 220.0 60 74.5 55 54.5 264 349.0 2.55 34 20 63.0
その他 7 679.0 11 15.0 0 0.0 3 2.5 14 17.5 2.58 3 4 42.9

4 340.0 3 5.0 1 1.0 0 0.0 4 6.0 1.76 2 2 50.0
(4) (339.0) (3) (5.0) (1) (1.0) (0) (0.0) (4) (6.0) (1.77) (2) (2) (50.0)

19 2,891.5 28 29.5 1 1.0 10 9.5 39 40.0 1.38 7 12 36.8
(19) (2,813.5) (26) (29.5) (1) (1.0) (6) (6.0) (33) (36.5) (1.30) (8) (11) (42.1)

50 6,905.5 103 138.0 16 17.0 8 7.5 127 162.5 2.35 29 21 58.0
(51) (7,041.5) (117) (152.0) (16) (17.0) (8) (7.5) (141) (176.5) (2.51) (33) (18) (64.7)

115 16,512.5 191 241.0 70 57.0 81 66.5 342 364.5 2.21 63 52 54.8
(111) (16,597.5) (200) (256.5) (69) (53.5) (69) (54.0) (338) (364.0) (2.19) (60) (51) (54.1)

11 4,842.5 59 78.5 2 2.0 11 11.0 72 91.5 1.89 6 5 54.5
(11) (4,765.0) (55) (72.5) (2) (2.0) (9) (9.0) (66) (83.5) (1.75) (5) (6) (45.5)

13 1,237.5 13 16.5 3 4.0 1 1.0 17 21.5 1.74 5 8 38.5
(12) (1,152.5) (14) (18.5) (3) (4.0) (1) (1.0) (18) (23.5) (2.04) (6) (6) (50.0)

28 2,061.0 19 23.0 1 1.0 6 5.5 26 29.5 1.43 14 14 50.0
(27) (1,917.0) (19) (26.5) (1) (1.0) (2) (1.5) (22) (29.0) (1.51) (11) (16) (40.7)

38 8,118.0 81 99.5 69 49.5 49 45.5 199 194.5 2.40 19 19 50.0
(36) (8,407.5) (81) (96.5) (63) (47.0) (49) (46.5) (193) (190.0) (2.26) (21) (15) (58.3)

19 1,800.5 13 13.0 6 6.0 9 8.0 28 27.0 1.50 8 11 42.1
(20) (1,883.5) (12) (13.0) (2) (2.0) (6) (5.5) (20) (20.5) (1.09) (8) (12) (40.0)

16 1,989.5 27 35.5 0 0.0 1 1.0 28 36.5 1.83 9 7 56.3
(17) (2,055.0) (28) (36.5) (0) (0.0) (0) (0.0) (28) (36.5) (1.78) (10) (7) (58.8)

130 19,204.5 244 326.5 31 28.0 61 50.5 336 405.0 2.11 73 57 56.2
(128) (18,929.5) (237) (318.0) (26) (23.5) (57) (51.5) (320) (393.0) (2.08) (72) (56) (56.3)

156 17,351.5 301 382.0 366 356.5 147 131.0 814 869.5 5.01 119 37 76.3
(157) (17,420.0) (305) (395.5) (375) (362.0) (147) (131.0) (827) (888.5) (5.10) (113) (44) (72.0)

9 3,331.0 44 56.5 8 6.5 6 5.0 58 68.0 2.04 4 5 44.4
(9) (3,404.5) (50) (64.5) (9) (8.0) (7) (6.5) (66) (79.0) (2.32) (6) (3) (66.7)

62 8,057.0 134 155.0 37 32.5 30 28.0 201 215.5 2.67 42 20 67.7
(65) (8,243.0) (140) (157.0) (30) (26.0) (25) (22.0) (195) (205.0) (2.49) (44) (21) (67.7)

901 128,866.0 1,664 2,155.5 757 733.5 525 473.5 2,946 3,362.5 2.61 554 347 61.5
(900) (130,342.5) (1,707) (2,212.0) (747) (721.0) (483) (436.5) (2,937) (3,369.5) (2.59) (551) (349) (61.2)

未達成

企業数

漁業

令和4年6月1日現在

⑤達成

企業数

不動産・物品賃貸業

学術・専門・技術サービ
ス業

④実雇
用率区    分

身体障害者数 知的障害者数

農・林業

建設業

電気・ガス・熱供給業

情報通信業

運輸・郵便業

鉱・採石・砂利採取業

卸売・小売業

金融・保険業

生活関連サービス・娯楽
業

①企
業数

②算定

基礎労

働者数

（令和4年 資料出所　大分労働局集計）

製造業

法定雇用率達成状況

教育・学習支援業

医療・保健衛生

福祉・介護

複合サービス事業

サービス・その他

産　業　計

注）　　 （   ）内は令和3年分

精神障害者数 障害者数計

宿泊・飲食サービス業
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第４表　地方公共団体における障害者の在職状況

①

実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 ②算定数

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ②/①×100

県 4,974.0 76 102.0 6 3.5 28 28.0 110 133.5 2.68

4 機関 (4,947.0) (79) (106.5) (7) (4.0) (24) (24.0) (110) (134.5) (2.72) 

適用機関 市町村 15,178.5 264 353.5 10 10.0 57 55.5 331 419.0 2.76

26機関 (14,722.5) (255) (343.0) (10) (10.0) (55) (55.0) (320) (408.0) (2.77) 

20,152.5 340 455.5 16 13.5 85 83.5 441 552.5 2.74

(19,669.5) (334) (449.5) (17) (14.0) (79) (79.0) (430) (542.5) (2.76) 

（令和4年 資料出所　大分労働局集計）

①

実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 算定数 実人数 ②算定数

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ②/①×100

県 8,511.5 125 173.5 11 11.0 42 42.0 178 226.5 2.66

1 機関 (8,499.0) (116) (168.5) (18) (18.0) (35) (35.0) (169) (221.5) (2.61)

適用機関 市町村 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 －

（教育委員会） 0 機関 (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) －

　 8,511.5 125 173.5 11 11.0 42 42.0 178 226.5 2.66

(8,499.0) (116) (168.5) (18) (18.0) (35) (35.0) (169) (221.5) (2.61) 

（令和4年 資料出所　大分労働局集計）

注）１   

2

3

4

　③欄の「実雇用率」の算定に当たっては、「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、１人を２人に相当するものと

しており、「重度以外身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者」については、原則１人を0.5人に相当する

ものとしているが、「精神障害者である短時間労働者」であって、特例措置の対象となる障害者については、対象期間中において、１

人を１人に相当するものとしている。

　（　）内の数値は、令和3年6月1日現在の内容である。

　なお、精神保健福祉手帳を所持する精神障害者は平成18年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

①－1　法定雇用率2.6 ％が適用される地方公共団体

令和4年6月1日現在

　

身体障害者数 知的障害者数 精神障害者数 障害者数計
③実雇用
率

算定基礎
職員数

算定基礎
職員数

 雇用率
 2.6%

合計

②－1　法定雇用率2.5 ％が適用される教育委員会
令和4年6月1日現在

 雇用率
 2.5%

合計

　対象となる職員は、雇用期間が1年を超えた、もしくは、超える見込みの職員で、算定に当たっては、１週間の所定労働時間が30時

間以上の職員を１人とカウントし、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の職員は0.5人とカウントすることとなっている。

　①欄の「算定基礎職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設

定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

　

身体障害者数 知的障害者数 精神障害者数 障害者数計
③実雇用
率
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備考

4,024.0 (4,026.5) 105.0 (104.5) 2.61 (2.60) 0.0 (0.0)

76.0 (74.5) 2.0 (2.0) 2.63 (2.68) 0.0 (0.0)

467.5 (457.5) 15.0 (17.0) 3.21 (3.72) 0.0 (0.0)

406.5 (388.5) 11.5 (11.0) 2.83 (2.83) 0.0 (0.0)

3,489.5 (3,390.0) 93.5 (93.5) 2.68 (2.76) 0.0 (0.0)

1272.0 (1,147.0) 32.0 (31.0) 2.52 (2.70) 1.0 (0.0) R4.10.25付けで不足数解消

1574.0 (1,544.0) 41.0 (43.0) 2.60 (2.78) 0.0 (0.0)

861.0 (854.0) 23.0 (24.0) 2.67 (2.81) 0.0 (0.0)

406.5 (408.5) 14.0 (13.0) 3.44 (3.18) 0.0 (0.0)

1133.0 (1,155.0) 33.0 (30.0) 2.91 (2.60) 0.0 (0.0)

675.0 (679.0) 20.0 (20.0) 2.96 (2.95) 0.0 (0.0)

529.0 (518.5) 14.0 (9.0) 2.65 (1.74) 0.0 (4.0)

332.5 (316.5) 9.0 (9.0) 2.71 (2.84) 0.0 (0.0)

584.0 (551.5) 16.0 (14.0) 2.74 (2.54) 0.0 (0.0)

534.0 (414.0) 14.0 (11.0) 2.62 (2.66) 0.0 (0.0)

242.0 (224.5) 9.0 (8.0) 3.72 (3.56) 0.0 (0.0)

284.0 (283.5) 9.0 (9.0) 3.17 (3.17) 0.0 (0.0)

406.0 (396.0) 19.0 (15.0) 4.68 (3.79) 0.0 (0.0)

260.0 (254.5) 7.5 (8.0) 2.88 (3.14) 0.0 (0.0)

192.5 (195.5) 5.0 (5.0) 2.60 (2.56) 0.0 (0.0)

304.5 (308.5) 9.0 (10.0) 2.96 (3.24) 0.0 (0.0)

175.5 (170.5) 3.0 (3.0) 1.71 (1.76) 1.0 (1.0)

769.0 (759.0) 22.0 (24.0) 2.86 (3.16) 0.0 (0.0)

148.5 (146.5) 5.0 (5.0) 3.37 (3.41) 0.0 (0.0)

142.0 (147.5) 4.0 (4.0) 2.82 (2.71) 0.0 (0.0)

39.5 (42.0) 0.0 (0.5) 0.00 (1.19) 1.0 (0.5)

119.0 (113.0) 3.0 (5.0) 2.52 (4.42) 0.0 (0.0)

274.0 (276.0) 11.0 (9.0) 4.01 (3.26) 0.0 (0.0)

200.0 (196.0) 3.0 (4.0) 1.50 (2.04) 2.0 (1.0)

231.5 (231.5) 0.0 (1.0) 0.00 (0.43) 6.0 (5.0)

注）　（　　）内は令和3年分

備考

8,511.5 (8,499.0) 226.5 (221.5) 2.66 (2.61) 0.0 (0.0)

注）　（　　）内は令和3年分

備考

1,829.0 (1,825.0) 47.0 (49.5) 2.57 (2.71) 0.0 (0.0)

62.5 (61.5) 2.0 (1.0) 3.20 (1.63) 0.0 (0.0)

56.5 (58.0) 2.0 (0.0) 3.54 (0.00) 0.0 (1.0)

66.5 (67.5) 4.0 (2.5) 6.02 (3.70) 0.0 (0.0)

注）　（　　）内は令和3年分

注 １

2

3

大分県住宅供給公社

（令和4年 資料出所　大分労働局集計）

機関名

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的
障害者については、法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者で

ある短時間労働者については、原則１人を0.5人に相当するものとしているが、「精神障害者である短時間労働者」であって、特例措置の対象となる
障害者については、対象期間中において、１人を１人に相当するものとしている。

公立大学法人

大分県立看護科学大学

　①欄の「算定基礎職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率
を乗じて得た数）を除いた職員数である。

 ②障害者の数  ③雇用率  ④不足数

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが
0.0となることをもって法定雇用率達成となる。

　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0.0であれば、法定雇用率達成となる。

臼杵市教育委員会

豊後高田市教育委員会

杵築市教育委員会

豊後大野市民病院

国立大学法人　大分大学

公立大学法人
大分県立芸術文化短期大学

 ④不足数

 大分県教育委員会

①算定基礎職員数

第５表　特殊法人等(法定雇用率2.6％適用)
令和4年6月1日現在

大分市上下水道局

杵築市立山香病院

②－2　機関別内訳（法定雇用率2.5％が適用される教育委員会）

機関名 ①算定基礎職員数  ②障害者の数  ③雇用率

玖珠町

九重町

日出町

姫島村

大分市教育委員会

津久見市教育委員会

杵築市

国東市

由布市

津久見市

豊後高田市

竹田市

中津市

日田市

臼杵市

佐伯市

宇佐市

豊後大野市

大分県知事部局

大分県企業局

大分県病院局

大分県警察本部

大分市

別府市

①－2　機関別内訳（法定雇用率2.6％が適用される地方公共団体）
令和4年6月1日現在

機関名 ①算定基礎職員数  ②障害者の数  ③雇用率  ④不足数
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◎ 法定雇用率とは 

 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下の割合（法

定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の交付を

受けている者に限る。）である。 

 

                     一般の民間企業 …………………… ２.３％ 

  ○ 民間企業 ……    （43.5人以上規模の企業） 

                     特殊法人等 ………………………… ２.６％ 

                   労働者数38.5人以上規模の特殊法人、 

              独立行政法人、国立大学法人等 

  〇 国、地方公共団体 ………………………………………… ２.６％ 

       （38.5人以上規模の機関） 

  ○ 都道府県等の教育委員会 ………………………………… ２.５％ 

       （40.0人以上規模の機関） 

 

※（ ）内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害者を雇用しなければならないこととなる

企業等の規模である。 

 

 

【一般民間企業における雇用率設定基準】 

 

             身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

                      ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

      

常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の障害者雇用率を下回らない率をも

って定めることとされている。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は知的障害者

を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の労

働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者

については、0.5人分としてカウントされる。 

※ ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、1人分としてカ

ウントされる。 

① 通報年の３年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること 

② 通報年の３年前の年に属する６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取

得した者であること  

障害者雇用率 ＝ 
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◎ 障害者雇用率達成指導の流れ  (厚生労働省資料) 

 

 実雇用率の低い事業主については、下記の流れで雇用率達成指導を行い、 

「障害者雇入れ計画」の着実な実施による障害者雇用の推進を指導している。 

 

   

   

    

 

障害者雇用状況報告 

（毎年６月１日の状況） 

 

 

（障害者雇用促進法 第 43条第７項） 

                                                     

 

 

 

障害者雇入れ計画作成命令 

（２年計画） 

 翌年１月を始期とする２年間の計画※1を作

成するよう、公共職業安定所長が命令を発出 

         （同法第46条第１項） 

                     

 

 

 

 

障害者雇入れ計画の適正実施勧告 

 

 計画の実施状況が悪い企業に対し、適正な

実施を勧告（計画１年目12月） 

         

（同法第46条第６項） 

 

 

 

 

 

特 別 指 導 

 

 雇用状況の改善が特に遅れている企業に対

し、公表を前提とした特別指導を実施 

（計画期間終了後に９か月間） 

                                         

 

 

 

 

企 業 名 の 公 表 

 

 

（同法第47条） 

 

 

                    不足数の特に多い企業については、当該企業の幹部に対し、 

厚生労働省本省による直接指導も実施している。 

 

 〔全国の指導実績〕 

  ○  令和３年度の実績※２ 

＊「障害者雇入れ計画作成命令」の発出               394社 

＊障害者雇入れ計画の「適正実施勧告」              72社 

＊「特別指導」の実施                               36社 

○  障害者雇入れ計画を実施中の企業     464社（３年度） 

○  企業名の公表 

18年度   ２社、 19年度 １社 （再公表）、 20年度  ４社、 
21年度   ７社（うち１社は再公表）、22年度   ６社（うち２社は再公表） 
23年度   ３社（うち１社は再公表）、24年度   ０社、25年度   ０社、 

26年度   ８社、27年度   ０社、28年度   ２社、29年度   ０社、 

30年度   ０社、元年度   ０社、２年度   １社、３年度   ６社 

※1 平成24年１月１日以降の日を始期とする雇入れ計画から計画期間は３年間から ２年間に短縮している。 

※2 平成30年の障害者不適切計上による公務部門における障害者採用により、影響が生じる可能性があった民間企業への対策として、 

令和元年度においては、特例的に「行政措置」の猶予を実施している。 


